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本研究では，路上落下物などの道路障害物の発生に起因する苦情の発生メカニズムをモデル化した上で，障
害物・苦情に関するリスク管理水準を考慮した最適道路巡回政策を決定するための方法論を提案する．具体的
には，道路障害物の発生過程を定常ポワソン過程，および苦情の発生過程を到着率が道路障害物数に依存する
非定常ポアソン過程としてモデル化する．その上で，道路障害物の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすとい
う階層的関係を考慮するために，道路障害物の発生過程を下位モデル，苦情の発生過程を上位モデルとする階
層的隠れポアソンモデルを定式化する．さらに，階層的隠れポアソンモデルに従って発生する道路障害物の発
生・除去過程をマルコフ連鎖モデルで表現する．最後に，一般国道を対象とした適用事例を通じて，本研究で
提案した方法論の有用性を実証的に検証する．
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1. はじめに

道路は，国民の日常生活や経済社会を支える根幹的

な施設である．道路管理者にとっては，道路を保全し道

路交通の安全確保を図ることはもちろん，近隣住民や

道路利用者の要望を満足することも，重要な責務であ

る．路上落下物や路面変状・損壊などの道路異常は，道

路の安全な供用に支障をきたすだけでなく，道路利用

者の道路に対する満足度を低下させることになる．こ

のため，道路管理者は道路の安全確保，利用者の満足

度維持（サービス水準の維持）という 2つの側面から，

道路巡回業務を行う必要がある．

通常，道路巡回業務はパトロール車を利用して定期

的に実施される．そのため，道路巡回費用は，路上落

下物や路面損壊・変状の有無に関わらず，固定的に発

生する．一方，道路区間により，単位期間中の路上落

下物や路面損壊の発見確率は多様に変動する．道路の

巡回頻度を増やすほど，道路の安全性や交通流の確保

に支障をきたす事象（以下，道路障害物）の発生に迅

速に対応することができ，道路障害物を長時間路上に

放置するリスクは小さくなる．また，通常の道路巡回

業務とは別に近隣住民や道路利用者からの連絡（以下，

苦情）があった場合，応急的に道路障害物を除去する

ための処理を行う（以下，応急業務）．しかし，応急業

務の件数が多いと，近隣住民や道路利用者の当該道路

に対する満足度の低下につながる．道路の巡回頻度を

増やすことにより，応急業務の発生頻度や苦情件数を

小さくすることが可能である．一方，高頻度の道路巡

回は巡回費用の増加を招き，結果的に社会的費用が増

加してしまう可能性がある．このように，道路障害物

および苦情の発生と，道路の巡回費用の間にはトレー

ドオフの関係があり，管理者は道路障害物発生リスク

の管理目標を設定した上で，定期巡回費用と応急業務

費用で構成される総費用を可能な限り削減する巡回方

策を検討する必要がある．

本研究では，道路障害物と苦情（応急業務）の発生過

程を，各事象がランダムに発生するような数え上げ過

程としてモデル化する．道路障害物の発生頻度が高く

なれば，苦情の発生頻度が増加する可能性がある．し

たがって，苦情の発生過程を分析するためには，道路

障害物の発生モデルを内蔵するような苦情発生モデル

を定式化する必要がある．そこで，本研究では道路障

害物の発生過程を定常ポワソン過程，および苦情の発

生過程を到着率が道路障害物数に依存する非定常ポア

ソン過程としてモデル化する．その上で，道路障害物

の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすという階層的

関係を考慮するために，道路障害物の発生過程を下位

モデル，苦情の発生過程を上位モデルとする階層的隠

れポアソンモデルを定式化する．階層的隠れポワソン

モデルを実データに基づいて推計する場合，苦情に関

しては，苦情が管理者に寄せられた時刻（発生時点）の

みが，定期的な道路巡回業務においては，発生数が記

録されるのみであり，これらのデータからは，道路障
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害物の発生時点に関する正確な情報が入手できないと

いう問題がある．このため，道路障害物の発生に関す

る部分的情報を用いて，階層的隠れポワソンモデルを

推計する方法論を開発することが必要となる．

以上の問題意識のもとで，本研究では，道路障害物

に起因する苦情の発生メカニズムを階層的隠れポアソ

ンモデルとして定式化する．さらに，階層的隠れポア

ソンモデルに従って発生する道路障害物の発生・除去

過程をマルコフ連鎖モデルで表現し，最適道路巡回政

策を決定するための方法論を提案する．以下，2.で本

研究の考え方を説明する．3.では，階層的隠れポアソ

ンモデルを定式化し，4.で最適道路巡回モデルを定式

化する．最後に，5.で実際の国道を対象とした適用事

例を通して本研究の有効性を実証的に検証する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

社会基盤施設のアセットマネジメントにおいては，マ

ルコフ劣化ハザードモデル1)の開発により劣化予測技

術が飛躍的に進展した．マルコフ劣化ハザードモデル

を拡張する形で継続的な高度化が行われた．たとえば，

小林等2)は，健全度の測定値に観測誤差が存在する場合

を対象として，マルコフ推移確率を推計するための隠

れマルコフ劣化ハザードモデルを提案している．さら

に，林等3)は複数の劣化過程がそれぞれ独立にマルコフ

過程に従い，その中でもっとも劣化が進展した劣化事象

が代表的事象として選択されるメカニズムを競合的劣

化ハザードモデルを用いて表現した．また，小林等4)は

道路舗装の路面の健全度の劣化過程と，舗装全体の耐

荷力の低下過程のように複合的劣化過程を階層的隠れ

マルコフ劣化ハザードモデルを用いて定式化した．こ

れらのような複雑な混合確率モデルの推計は，最尤法

では現実的に困難な場合が多かったが，近年のMCMC

法5),6)に基づくベイズ推計7),8)の発展により推計が可能

となった経緯がある．

道路障害物の発生過程に関しては，各事象がランダ

ムに発生するような数え上げ過程，基本的にはポアソ

ン過程としてモデル化できる．しかし，伝統的なポア

ソン過程は，事象の到着率が確定的であることに加え，

ある期間中における事象の平均発生件数と，その分散

が同一になるという特性を有する．現実の道路障害物

の発生過程が，このような特性を有している保証はな

く，より柔軟なモデル化が必要となる．貝戸等9)は道路

障害物の発生過程を，到着率の異質性を考慮した混合

ポワソン過程10)としてモデル化した．具体的には道路

障害物の到着率をポアソンモデルで表現するとともに，

その異質性をガンマ分布で表現したポアソンガンマ発

生モデルを用いて道路障害物の発生リスクを表現した．

本研究では道路障害物に起因する苦情発生メカニズム

を対象とする．道路障害物の発生頻度が多くなるほど，

苦情発生頻度も多くなる．このように道路障害物の発

生過程と苦情の発生過程の間には相互関係が存在する．

本研究では，苦情の到率着の時間的異質性を考慮する

ために，道路障害物の発生過程をポワソンモデルとし

て明示的にモデル化するとともに，道路障害物の発生

モデルを内蔵したような苦情発生モデルを階層的隠れ

ポアソンモデルとして定式化する．苦情の発生は道路

利用者からの通報という形で発生状況を観測できるが，

道路障害物の発生状況は日常的な道路巡回業務を通し

てのみ観測できる．さらに，苦情が発生した時点にお

いて，道路上に存在する道路障害物の総数に関する情

報は獲得できない．本研究では，このような観測頻度

の異なる道路障害物データと苦情データを用いて，階

層的隠れポアソンモデルを推計する方法を提案し，さ

らに，階層的隠れポアソンモデルに従って発生する道

路障害物の発生・除去過程をマルコフ連鎖モデルで表現

し，分析する方法論を提案する．著者等の知る限り，階

層的隠れポアソンモデルを用いた道路障害物の発生過

程や苦情発生過程を分析した研究事例は見当たらない．

(2) 苦情とリスク管理

本研究では，ポットホール，路上落下物等，定期的な

道路巡回作業により除去されるような道路障害物を対

象とする．道路障害物の内容は多様であるが，障害物

の内容によっては，障害物の放置が交通事故等の発生

につながる危険性がある．道路巡回により障害物が除

去されるが，障害物は次回の道路巡回が実施されるま

で，路上に放置されることになる．道路利用者や沿道

住民による苦情は，道路障害物の発生に関する情報を

もたらす．苦情の対象となる障害物の放置は，交通事

故の発生につながる可能性や利用者，沿道住民に不効

用をもたらすため，苦情が発生すれば応急業務により

道路障害物が除去される．1. で言及したように，道路

巡回の頻度を多くすれば巡回費用が増加するが，苦情

の発生件数は減少する．逆に，道路巡回頻度を少なく

すれば，巡回費用を低減させることができるが，逆に

応急業務件数が増加し，応急業務費用の増加を招くこ

とになる．したがって，効率性の観点にたてば，定期

的巡回費用と応急業務費用の総和で定義される総費用

を最小にするような最適巡回頻度を定義することがで

きる．苦情は道路障害物の発生に関する貴重な情報源

の 1つではあるが，苦情事象の発生は道路の利用状況

や沿道環境に依存している．このため，各道路管理単

位ごとに費用最小化の観点から求めた道路巡回政策が，

望ましい道路障害物の発生リスク管理水準を達成する
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とは限らない．リスク管理の水準の観点からは，管理

対象とする路線全体に対して包括的な視点から道路障

害物のリスク管理水準を決定することが望ましい．す

なわち，道路障害物の発生を効果的に管理するために

は，費用効率性とリスク管理水準の双方を同時に考慮

しながら，費用抑制と道路利用者の満足度向上を同時

に達成可能な道路巡回業務のあり方を考えていくこと

が重要である．本研究では，道路障害物の発生とそれ

に伴う苦情の発生過程を確率モデルを用いて表現する

とともに，提案した確率モデルを用いて望ましいリス

ク管理水準を維持しながら，期待費用を可能な限り抑

制しうるような道路巡回頻度を求めることとする．

(3) モデルの基本構成

道路障害物の発生頻度が大きくなれば，道路障害物

に対する苦情件数は増加する．定期的な道路巡回によ

り道路障害物が除去され，その発生個数が記録される．

しかし，苦情が発生すれば，非定期的な応急業務により

道路障害物は除去される．このため，道路巡回ごとに

観測される路上障害個数の時系列データと苦情の発生

件数の時系列データの間には相互作用が存在している．

さらに，これら 2つの時系列データは，道路巡回ある

いは応急業務を実施した時点においてのみ観測される

ため，いずれの時系列データを用いても，道路障害物

が発生した時点に関する情報は入手できない．定期的

な道路巡回情報により，前回の道路巡回時点以降に発

生し，かつ応急業務により除去されずに路上に放置さ

れた道路障害物の総数に関する情報を獲得することが

できる．応急業務が実施されたという事実より，1) 除

去された道路障害物は，前回の道路巡回の実施時点か

ら苦情の発生時点までに生起し，2) 当該の障害物の発

生確率は，苦情の発生時刻に近くづくほど大きい，こ

とが判明する．このように定期的な道路巡回と苦情に

対する応急業務を通じて，道路障害物の発生に関する

部分的な情報を獲得することができる．

本研究では図–1に示すように，道路障害物の発生が

ポアソン過程に従って到着すると考える．一方で，苦

情事象は，その到着率が路上に放置された道路障害物

数に依存するような状況依存的ポワソン過程に従って

到着する．道路巡回や応急業務によって道路障害物が

除去されない限り，新たに発生した道路障害物は路上

に放置・蓄積される．路上に放置される道路障害物数

が，時間とともに変動するため，苦情の発生過程は苦情

の到着率が時間とともに変動するような非定常ポワソ

ン過程に従うことになる．以上の問題意識の下に，本

研究では道路障害物の発生過程をポワソン過程として

モデル化するとともに，苦情の発生過程を苦情事象の

到着率が道路障害物数に依存して変動するような非定

  

→  

図–1 苦情の発生メカニズム

常ポワソン過程としてモデル化する．しかし，上述し

たように，道路上の道路障害物数に関する情報は，定

期巡回時点においてのみ観測される．各時点における

道路障害物数を直接観測できないため，各期における

苦情の到着率を確定的に把握することは不可能である．

そこで，道路障害物のポワソン過程モデルを用いて推

定した各時点における道路障害物数の確率分布を用い

て，苦情到着率の期待値を求めるような混合ポワソン

過程を定式化する．すなわち，本研究で提案する苦情

発生・道路障害物到着モデルは，道路障害物の発生過

程を下位モデル，苦情の発生過程を上位モデルとする

階層的構造を持ち，これら 2つのサブモデルを連結す

る役割を果たす道路障害物数が直接観察できないよう

な状態変数で表せる階層的隠れポアソンモデルとして

定式化される．

3. 階層的隠れポワソンモデル

(1) モデル化の前提条件

階層的隠れポアソンモデルを定式化するために，図–2

に示すような時間軸を導入する．道路管理者がカレン

ダー時刻 s0に道路巡回を実施し，道路障害物を取り除

く．さらに，それ以降の時刻にわたって道路巡回を定期

的に実施し，道路障害物を管理する問題を考える．対

象とする道路は複数の単位区間により構成される．こ

こでは記述を簡略化するために，当面の間，ある単位

区間にのみに着目して議論を進める．

いま，カレンダー時刻 s0 を初期時点 t = 0とする離

散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · , T を導入する．離散時間軸上
の点を時点とよび，カレンダー時刻と区別する．離散

時間軸上の期間長を 1に基準化する．初期時点 t = 0に

おいて，道路巡回が実施され道路障害物が完全に取り
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図–2 局所時点の設定

除かれる．時点 t = T に再び道路巡回が実施され，道

路障害物が完全に除去される．対象期間 [0, T ]における

道路障害物の累積発生個数を Lとする．対象期間にお

ける各時点 tにおける初期時点からの道路障害物の累

積発生個数を表す状態変数を Lt (t = 0, · · · , T )とする．
さらに，期間 [t, t+ 1)における苦情の発生件数を表す

状態変数を g(t) = yt(yt = 0, 1, · · ·)と表記する．苦情
が発生しない場合，g(t) = 0が成立する．期間 [t, t+1)

に苦情が発生すると，直ちに苦情の対象となった道路

障害物が取り除かれる．時点 T における道路巡回業務

により，対象とする道路に存在する道路障害物の個数

L̂(L̂ = 0, 1, · · ·)が判明し，同時に道路障害物が完全に
取り除かれる．期間 [0, T ]中に苦情により除去される障

害物が存在するため，時点 T の道路巡回業務で発見さ

れる障害物数 L̂と，期間中に発生する障害物総数 Lの

間には，L̂ ≤ Lが成立する．この時，期間 [t, t+ 1)内

の道路障害物に関する情報は獲得できないが，道路障

害物に関して，

L0 = 0 ≤ · · · ≤ Lt ≤ Lt+1

≤ · · · ≤ LT−1 ≤ L (1a)

L = L̂+
T∑

t=0

g(t) (1b)

が成立する．式 (1a)は，対象期間における道路障害物

の累積発生個数は時点 tの進行に対して単調非減少で

あり，式 (1b)は，道路障害物の累積発生個数は，時点

T における道路巡回業務で確認された道路障害物の個

数と対象期間内において苦情により取り除かれた道路

障害物の個数の和であることを示す．

(2) 道路障害物の到着過程

道路障害物が対象とする単位区間にポワソン過程に

従って到着すると考える．表記の簡単化のために，当面

の間のみ，苦情が発生しても道路障害物が取り除かれ

ないと仮定する．さらに，対象期間における単位道路区

間の使用環境を表す特性ベクトルを x = (x1, · · · , xQ)

と表す．Qは特性ベクトルの数を表す．到着率 λが特

性ベクトル xに依存すると考え，

λ = xβ (2)

と表記する．ただし，β = (β1, · · · , βQ)′は未知パラメー

タベクトルである．記号 ′は転置操作を表す．単位期間
[t, t + 1)の期間長を 1に基準化した場合，単位道路区

間にm個の道路障害物が到着する確率は，苦情による

撤去を考えない場合，ポアソン分布

p(mt|λ) = exp(−λ)
(λ)mt

mt!
(3)

と表すことができる．

(3) 階層的隠れポアソン過程

道路巡回業務，および各時点 t = 0, · · · , T に発生する
苦情とそれに対する対応状況に関する情報により，対

象期間中に発生する道路障害物の累積発生個数 L，お

よび苦情によって取り除かれずに放置されている道路

障害物の個数 L̂に関する情報を獲得することができる．

しかし，時点 t (t = 1, · · · , T − 1)においては，道路障

害物の個数に関する情報を獲得できない．ここで，期

間 [t, t+ 1)に着目する．期間 [t, t+ 1)の期首に，当該

期における道路障害物が到着すると考え，時点 tにお

いて路上に放置されている道路障害物の個数を lt と表

す．路上に放置された障害物個数 lt は，観測者に観察

できない確率変数であるが，ひとまず道路障害物の個

数 lt が既知であると仮定する．

いま，時点 t (t = 0, · · · , T − 1)において苦情が発生

し，取り除かれた道路障害物の個数 g(t) = ytも観測さ

れている．一方，時点 t (t = 1, · · · , T − 1)において存

在する道路障害物の個数に関する情報は獲得できない

が，時点 T において巡回業務が実施されることにより，

式 (1a),(1b)が成立することは保証される．ここで，期

間 [t, t+ 1)において苦情が到着率 µ(lt) > 0

µ(lt) = ztα (4)

で表されるポアソン過程に従って生起すると考える．た

だし，zt = (lt, z)であり，z = (z1, · · · , zP )は，説明変
数ベクトルである．α = (α0, α1, · · · , αP )′と表記する．

P は説明変数の数を表す．α0は説明変数 ltに対する係

数パラメータである．µ(lt)は，局所期間 [t, t+1)に対

して定義されている．この時，苦情が時点 tにおいて平

均 µ(lt)のポアソン過程に従って到着すると考える．期

間 [t, t+ 1)の期間長が 1に基準化されていることによ

り，期間 [t, t+1)中に yt個の苦情が発生する条件付き

確率 π(yt|lt)は，

π(yt|lt)

= exp {−µ(lt)}
{µ(lt)}yt

yt!
(5)
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と表すことができる．ただし，0! = 1である．lt = 0

の時は苦情が発生しないため，π(yt|0)は定義されない
が，便宜上，π(yt|0) = 0とする．また，同一障害物に

対する複数の苦情は，単一の苦情とみなすこととする．

ここで，

π̂(yt|lt) =
π(yt|lt)∑lt

yt=0 π(yt|lt)
　 (6)

を定義すれば，式 (5)に関して
lt∑

yt=0

π̂(yt|lt) = 1 (lt = 1, 2, · · ·) (7)

が成立する．

(4) 尤度の定式化

初期時点 t = 0 において道路障害物の個数が 0 で

あり，時点 t (t = 0, · · · , T − 1) における観測値ベク

トル ξ̄ = {ȳ, x̄, z̄, L̂} が観測される条件付き確率 (尤

度)L(ξ̄,θ)を定義する．ただし，記号「　̄」は観測値で
あることを意味し，θ = (α,β)は未知パラメータベク

トルを意味する．尤度 L(ξ̄,θ)を，時点 t0 に巡回業務

を実施して道路障害物を取り除いたという条件の下で，

1) 対象期間において苦情件数の観測値ベクトル ȳが測

定され，2)　最終時点 T に道路障害物の個数 L̂が観測

される条件付き確率（尤度）の積として定義する尤度

L(ξ̄,θ)は，

L(ξ̄,θ) =
T−1∏
t=0

π(ȳt|lt, z̄)p
(
mt|λ

)
(8a)

mt = Lt+1 − Lt

0 = L0 ≤ · · · ≤ Lt ≤ · · · ≤ LT = L̄

Lt+1 = L̂t +
∑t

i=0 ȳi

L̄ = L̂+
∑T

i=0 ȳi

(8b)

と定義できる．上式で定義した尤度を用いることによ

り，2. (3)で示したような，1) 除去された道路障害物

は，前回の道路巡回の実施時点から苦情の発生時点ま

でに生起し，2) 当該の障害物の発生確率は，苦情の発

生時刻に近くづくほど大きい，という苦情発生過程の

特性を表現することが可能となる．

階層的隠れポアソンモデルの尤度関数 (8a),(8b)は，

パラメータに関して高次の非線形多項式となっており，

1階の最適化条件が (複素数解を含めて)非常に多くの

解を有している11)．当然のことながら，苦情の発生確

率 π(ȳt|lt)，道路障害物の発生確率 p(Lt+1 − lt|λ)の推
計値は実数解でなければならない．さらに，これらの

確率の推計値として，数ある実数解の中から 0と 1の

間にある解を選択しなければならない．最尤法の代わ

りにベイズ推計法を用いれば，高次の非線形多項式を

解く問題を回避できる．しかし，尤度関数 (8a),(8b)が，

極めて多くの項を含んでおり，計算量が膨大になって

しまう欠点がある12)−15)．このような最尤法の難点を

克服するために，尤度関数の完備化操作が必要となる．

完備化操作を用いた階層的隠れポワソンモデルの推計

方法の詳細は参考文献に譲ることとする．

4. 最適道路巡回モデル

(1) 道路障害物の発生・除去過程

再び，カレンダー時刻 s0 を初期時点 t = 0とする離

散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · ,∞を導入する．対象とする道
路において，離散時間軸上で道路巡回業務が実施される

時点を t = 0,つぎの道路巡回が実施される時点を t = T

と表す．道路巡回時点 tnにおいて，道路障害物が完全

に取り除かれる．連続する 2つの道路巡回が実施され

る間の期間長 T は政策変数であるが，当面の間与件と

考える．各期 [t, t+ 1)においてイベントが発生する順

序関係を，以下のようにモデル化する．すなわち，各

期の期首に当外期における道路障害物が到着する．つ

いで，2) 当該期の期首に路上に存在する道路障害物を

与件として，苦情事象が到着する．3) 苦情が発生した

道路障害物は除去される．苦情が発生しなかった道路

障害物は路上に放置され，つぎの期の期首まで持ち越

される．道路巡回の実施時点 t = T において，すべて

の道路障害物は除去される．

初期時点 t =から最終時点 t = T に至るまでの各期

において，路上に存在する道路障害物数の推移過程を

マルコフ連鎖モデルを用いて表現する．いま，状態変

数 lt (lt = 0, 1, · · · ,M)を用いて，各期 tに路上に存在

する道路障害物数を表現する．ただし，M は十分大き

な正の整数である．各期の期首にポワソン分布に従っ

て道路障害物が到着する．したがって，理論的には状

態変数の数は無限大となるが，状態変数の数M を十分

大きくとっておけば，実用的には問題がない．いま，t

期の期首を考える．t− 1期の期末から，l̂t−1個の道路

障害物が路上に放置されると考える．t期の期首に，式

(3)に従って道路障害物がポワソン到着すると考える．

すなわち，当該期の期首に mt (mt = 0, 1, · · ·)個の道
路障害物が到着する確率は

p(mt|λ) = exp(−λ)
λmt

mt!
(9)

と表される．この時，道路障害物の到着事象によって，

路上に存在する道路障害物数は変化する．道路障害物

が到着した直後の時点で定義した道路障害物数を状態

変数 lt (lt = 0, · · · ,M)と表せば，状態変数 l̂t−1から状

態変数 lt への推移確率 Πt−1,t は

Πl̂t−1,lt
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=


p(mt|λ) M > lt = mt + l̂t−1

1−
∑M−lt−1

m=0 p(mt|λ) M = lt

0 それ以外

(10)

と定義される．推移確率 Πl̂t−1,lt
を (l̂t−1, lt)要素とす

る (M + 1)× (M + 1)行列をΠt と表記する．

つぎに，t期の期首に lt個の道路障害物が存在してい

る場合を考える．期間 [t, t+ 1)において苦情が到着率

µ(lt) > 0で表されるポアソン過程に従って生起すると

考える．この時，期間 [t, t+1)中に yt個の苦情が発生す

る条件付き確率 π̂(yt|lt)が式 (??)で表現される．苦情

が発生した道路障害物は直ちに除去される．このため，

t期の期首に路上に存在する lt個の道路障害物の内，yt

個が期間 [t, t+ 1)の内に除去され，残りの l̂t = lt − yt

個が t+1期の道路障害物として放置される．したがっ

て，苦情発生に伴う応急対応業務により，路上に放置さ

れる道路障害物の数が lt から l̂t へ推移する確率 Φlt,l̂t

は

Φlt,l̂t

=

{
π̂(yt|lt) l̂t = lt − yt

0 それ以外
(11)

と表される．推移確率Φlt,l̂t
を (lt, l̂t)要素とする (M +

1)×(M+1)行列をΦtと表記する．この時，t期の期首に

lt個の道路障害物が路上に放置される確率を νt(lt)，t期

において苦情が発生した後に l̂t個の道路障害物が路上に

放置される確率を ν̂t(l̂t)と表せば，路上放置確率ベクト

ル νt = {νt(0), · · · , νt(M)}，ν̂t = {ν̂t(0), · · · , ν̂t(M)}
はそれぞれ，

νt = ν0Φ0Π1 · · ·Φt−1Πt (12)

ν̂t = ν0Φ0Π1 · · ·Φt−1ΠtΦt (13)

と表される．

(2) リスク管理指標

a) 道路障害物発生数のVaR

ある道路区間 k に着目する．巡回間隔 T k とした時

に，t期の期首に道路障害物の個数 lt がある許容水準

（以下，リスク管理限界と呼ぶ）L
k
以上となる確率は，

Pα(lt ≥ L
k|T k) =

M∑
m=[L

k
]

νt(m) (14)

と表される．ただし，[L
k
]は L

k
を超える整数の中で最

小の整数を表す．道路障害物発生過程には，不確実性

が存在するため，所与の管理限界を常に満足するとは

限らない．確率 ωαは，道路障害物発生リスクを表す指

標であり，障害物発生信頼水準と呼ぶこととする．こ

こで，障害物発生信頼水準 ωαと道路巡回間隔 T k を所

与とした際の，t期期首における道路障害物発生数に関

する VaR指標 VaRα
ω(T

k)を，

VaRα
ωα

(T k)

= argmax
Lk

{
Lk

∣∣Pα(lt ≥ Lk|T k) ≤ ωα

}
(15)

と定義しよう．ただし，argは，式 (15)の右辺を最大に

するLkを指定する記号である．ここで，集合Ωα
ωα

(L
k
)

を，

Ωα
ωα

(L
k
) =

{
T k

∣∣∣max
t

{
VaRα

ωα
(T k)

}
≤ L

k
}
(16)

と定義しよう．集合 Ωα
ωα

(L
k
)は，「障害物発生信頼水準

ωα の下で，道路障害物の発生数をリスク管理限界 L
k

以下に抑えることが可能な道路巡回間隔の集合」を表

している．このように，道路障害物の発生リスクは，信

頼水準 ωαとリスク管理限界 L
k
という 2つのパラメー

タを用いて表現できる．

b) 苦情発生数のVaR

巡回間隔 T k とした時に，t期において苦情発生数 yt

がリスク管理限界 Y
k
以上となる確率は，

P β(yt ≥ Y
k|T k) =

M∑
lt=0

lt∑
m=[Y

k
]

νt(lt)π̂(m|lt) (17)

と表される．ただし，[Y
k
]は Y

k
を超える整数の中で

最小の整数を表す．苦情発生過程には，不確実性が存

在するため，所与の管理限界を常に満足するとは限ら

ない．確率 ωβ は，苦情発生リスクを表す指標であり，

苦情発生信頼水準と呼ぶこととする．ここで，苦情発

生信頼水準 ωβ と道路巡回間隔 T k を所与とした際の，

t期における苦情発生数に関する VaR指標 VaRβ
ω(T

k)

を，

VaRβ
ωβ

(T k)

= argmax
Y k

{
Y k

∣∣P β(lt ≥ Y k|T k) ≤ ωβ

}
(18)

と定義しよう．ただし，argは，式 (18)の右辺を最大に

する Y kを指定する記号である．ここで，集合Ωβ
ωβ

(Y
k
)

を，

Ωβ
ωβ

(Y
k
) =

{
T k

∣∣∣max
t

{
VaRβ

ωβ
(T k)

}
≤ Y

k
}
(19)

と定義しよう．集合Ωα
ωβ

(L
k
)は，「苦情発生信頼水準 ωβ

の下で，苦情の発生数をリスク管理限界 Y
k
以下に抑

えることが可能な道路巡回間隔の集合」を表している．

このように，苦情の発生リスクは，信頼水準 ωβ とリス

ク管理限界 Y
k
という 2つのパラメータを用いて表現

できる．

当然のことながら，信頼水準，リスク管理限界を小

さくすればするほど，厳しい道路巡回政策を採用する

ことを意味する．実際に道路管理者は，信頼水準とリ

スク管理限界を設定することで，最適な巡回間隔を決

定することができる．
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(3) 期待総費用

対象とする道路区間 k を巡回間隔 T k で巡回した際

の 1日あたりの期待費用を算出する．t期の期首に道路

障害物が lt 個存在したとする．苦情の発生により発生

件数に応じた道路障害物が除去され，残りの l̂t 個が道

路障害物として放置される．苦情発生による応急対応

1件につきトリップ費用 Ck
tr がかかるとすると，t期に

おける応急対応費用 Ψ(t)は，

Ψ(t) =
M∑

l̂t=0

M∑
lt=0

νt(lt)Φlt,l̂t
δlt,l̂tC

k
tr

δlt,l̂t =

{
lt − l̂t lt ≥ l̂t

0 lt < l̂t
(20)

となる．したがって，道路巡回 1回あたりの巡回費用

を Ck
pt とすれば，道路区間 k を道路巡回間隔 T k で巡

回した際の一日あたりの期待総費用 Ec[T
k]を，

Ec[T
k] =

{ Tk−1∑
t=0

Ψ(t) + Ck
pt

}
T k−1

(21)

と表すことができる．

(4) 最適道路巡回モデル

2. (2)で言及したように，道路巡回費用と応急業務

費用の間にはトレードオフの関係がある．したがって，

費用効率性の観点にたてば，定期的巡回費用と応急業

務費用の総和で定義される総費用を最小にするような

最適巡回間隔を求めることができる．苦情は道路障害

物の発生に関する貴重な情報源の 1つではあるが，苦

情によりすべての道路障害物の発生を確認できるわけ

ではない．応急業務によって除去されない道路障害物

が路上に放置される可能性が存在する．各道路管理単

位ごとに費用最小化の観点から求めた道路巡回政策が，

道路障害物の発生リスク，苦情の発生リスクの観点か

ら，望ましいリスク管理水準を達成するとは限らない．

道路巡回業務の効率化と適正化を達成するためには，費

用効率性と道路利用者の安全性を同時に達成するよう

な道路巡回間隔を検討することが重要である．道路障害

物，苦情のリスク管理水準として，既に 4. (2)でVaR

を定義している．これらリスク管理水準を保証しつつ，

期待総費用を可能な限り小さくするような道路巡回間

隔を求めることとする．

通常，道路巡回は，複数の道路区間から構成されて

いる管理基本区間ごとに実施される．いま，ある道路

網において，管理基本区間 iに着目し，管理基本区間に

含まれる道路区間の巡回間隔を T j
i (j = 1, · · · , Ji), (i =

1, · · · , I)とすると，T 1
i = T 2

i = · · · = T Ji
i が成立する．

ただし，Ji は管理基本区間に含まれる道路区間の総数

である．このとき，実行可能な巡回政策の集合をDと

すると，最適道路巡回モデルは，

min
T j
i
∈D

I∑
i=1

Ji∑
j=1

Ec[T
j
i ] (22a)

subject to

T j
i ∈ Ωα

ωα
(L

k
)

T j
i ∈ Ωβ

ωβ
(Y

k
) (22b)

と定式化できる．

5. 適用事例

(1) 対象道路区間の概要

階層的隠れポアソンモデルを国道を対象とした苦情分

析に適用する．表-1は，実際の国道（総延長は264.5km）

に対する，ある 1年間の苦情件数（それに対する応急処

理件数）を記録したものである．苦情は，道路障害物，

道路構造物，付属物，交通事故に分類されており，総

数が 470件である．これらのうち，道路障害物に着目

すると動物死骸に関連する苦情が 113件，落下物が 93

件で総数 206件となっており，全苦情件数の約 44%を

占めている．これはそれ以外の道路構造物に関連する

苦情：約 27%，付属物：約 28%，交通事故：約 1%と比

較しても顕著である．したがって，以降では道路障害

物の発生と苦情の発生に着目して議論を進める．

表-2に道路障害物と苦情に関するデータ概要を示す．

本研究では，道路障害物と苦情の発生を考える上での基

本単位となる道路区間を 1kmとして考える．対象道路

の総延長 264.5kmのうち，一部区間設定が困難な道路区

間を除外した結果，合計で 250区間を設定できた．さら

に，各道路区間は人口集中地区（以降，DID地区）市街

地，平地，山地の 4つの地区区分に分類できる．DID地

区とは，市区町村の区域内で人口密度が 4,000人/km2

以上の基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000人以

上となる地区である．以下に，4 つの地区区分に対し

て，b) 道路区間数，c) 平均交通量，d) 平均旅行速度，

e) 障害物個数，f) 障害物個数区間平均，g) 苦情発生件

数，h) 苦情発生件数区間平均，i) 苦情件数/障害物個

数を記載する．b) 区間数は DID地区：32区間，市街

地：47区間，平地：143区間，山地：29区間となってお

り，平地の区間数が多いことが読み取れる．e) 障害物

個数は 1年間に道路巡回業務により発見された道路障

害物の個数である．障害物総数は 9,644個であり，その

中の約 59%（5,703個）が平地で発生していることにな

る．さらに，f)では 1区間あたりの障害物の発生個数

を各地区区分で比較している．道路区間平均でみると，

道路障害物の発生が市街地（41.4個）で多いことがわ

かる．一方で，g) 苦情発生件数に着目すると総数 206

件のうち，その約 51%が平地で発生している．しかし，
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表–1 苦情分類表

道路障害物 道路構造物 付属物 交通事故 合計
動物死骸 落下物 ポットホール 騒音・振動 その他 故障・損傷 撤去 その他

113 93 13 41 71 80 10 43 6 470

表–2 道路障害物および苦情データ概要

人口集中地区（DID 地区） 市街地 平地 山地 平均 合計 備考

a) 道路総延長 (km) 264.5
b) 道路区間数（1km/区間） 32 47 143 29 - 251
c) 平均交通量 (台) 7,080 6,900 5,819 5,361 6,112 -
d) 平均旅行速度 (km/h) 26 36 36 44 38 -
e) 障害物個数 939 1,947 5,703 1,055 - 9,644
f) 障害物個数区間平均 29.3 41.4 39.9 36.4 38.4 - e)/b)
g) 苦情発生件数 47 46 105 8 - 206
h) 苦情発生件数区間平均 1.469 0.979 0.734 0.276 0.779 - g)/b)
i) 苦情件数/障害物個数 0.050 0.024 0.018 0.008 0.021 - g)/e)

表–3 ポアソンモデルの推計結果（道路障害物）

定数項 旅行速度 貨物車交通量
(km/h) (台/日)

標本平均 -6.5947 1.3071 1.0343
推計値 90 ％信頼区間 (-6.672 -6.523) (1.234 1.390) (0.947 1.125)

Geweke 検定量 -0.1333 0.1188 0.1139
対数尤度 17,436
AIC -34,868
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図–3 事後分布の標本結果（サンプル数：5,000）

この点に関しても h) 1区間あたりの平均件数で確認す

ると，もっとも苦情の発生件数が多いのはDID地区で

1.469となっている．さらに，1個の障害物に対する苦

情件数（苦情件数を障害物の発生個数で割ったもの）を

i)に示すが，数値の大きい順にDID地区：0.050，市街

地：0.024，平地：0.018，山地：0.008となっている．以

上の 1次分析を踏まえ，苦情の発生件数には土地区分

（DID地区，市街地か，否か）の影響が大きいという前

提のもとで詳細な分析を進めるものとする．

(2) 階層的隠れポアソンモデルの推計

a) ポアソン発生モデル（道路障害物）

表–3に，階層的隠れポアソンモデルのうち，道路障

害物に対するポアソン発生モデル（下位システム）の

推計結果を示す．道路台帳等から利用可能な＊の情報

のうち，Geweke検定統計量，符号条件，AICなどから

総合的に判断し，旅行速度と貨物車交通量の 2つを特

性変数として採用した．なお，各特性変数は最大値を 1

として基準化したものを用いている．本研究では，階

層的隠れポアソンモデルを推計する際に，MCMC法を

用いて未知パラメータの事後分布からのサンプリング

を行っている．ただし，サンプリングの初期段階におい

ては，パラメータの初期値設定の影響が残存している．
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このため，シミュレーション回数 vが十分大きな値にな

るまでは，パラメータ標本の発生過程が定常過程に到

達していないと考え，発生したパラメータ標本を除去

した．具体的には，MCMC法によるシミュレーション

回数を 10,000回とし，最初のサンプリング数 v=5,000

をパラメータが定常分布に到達するまでの回数と考え，

残りの v=10,000までのサンプルをパラメータ標本とし

て採用する．さらに，各パラメータが定常過程に到達

したかどうかをGeweke検定統計量を用いて判定する．

Geweke検定統計量は絶対値で 1.96を下回ると，パラ

メータの分布が定常に達しているという帰無仮説を棄

却することができない．表–3には，各未知パラメータ

に対して標本平均，分布の 90%信頼区間，Geweke 検

定統計量を示す．図–3はMCMCにより求めた各パラ

メータ標本である．黒線でパラメータの標本平均，点

線でパラメータの上下限 5%を示している．表–3のパ

ラメータ推計値の標本平均を用いて，道路障害物発生

過程をポワソン過程としてモデル化する．道路障害物

の到着率は具体的に

λk = exp (−6.594 + 1.3047xk
1 + 1.035xk

2) (23)

と表現することができる．ここでは，旅行速度：xk
1，貨

物車交通量：xk
2 をポアソン到着率の説明変数として用

いている．式 (3)を用いて，障害物の発生過程を表すポ

アソン分布を算出する．図–4のそれぞれの分布は巡回

間隔 z を 1日，5日，10日と設定したときの道路障害

物の発生分布を示している．なお，特性変数は，旅行速

度，貨物車交通量ともに全道路区間の平均値を採用す

ることにより導出した．凡例には，各巡回間隔 T kにお

ける障害物発生個数 Lk の期待値 E[Lk|T k]を示す．た

とえば，任意時点で実施した道路巡回業務からの経過

日数が 1日の時点では，発生数の期待値 E[Lk|T k]は，

0.10個であり 0個の確率が約 90%を占め，1個の確率

が約 10%で，2個以上の確率が極めて少ない分布となっ

ている（図中の青色）．しかし，経過時間が 5日，10日

と増加することにより，発生個数 0個の確率が低下し，

発生数の多い方へ分布が移動する．経過日数 10日時点

では，確率分布のピークは発生個数 1個であり，その

確率は約 38%となる．

つぎに，障害物発生に関するポアソン分布の分布関

数を算出する．ある道路区間 kにおいて，経過時間（巡

回間隔）が T k のとき道路巡回で障害物が Lk 個以上発

見される確率は，

P (Lk, T k|λk) = 1−
Lk−1∑
lk=1

p(lk, T
k|λk) (24)

と定義できる．図–5に障害物発生個数を 1個以上とし

たときの累積発生確率を示す．図中に 3本の曲線（分布

関数）を示しているが，青色は旅行速度と貨物車交通
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図–4 道路障害物発生確率分布（旅行速度，貨物車交通量平均）
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図–5 障害物累積発生確率

量ともに平均値を用いたベンチマークに相当するケー

ス，赤色は旅行速度最大のケース，緑色は貨物車交通

量最大のケースである．このとき，旅行速度，貨物車

交通量それぞれの平均値は 37.7（km/h），6,112（台/

日）であり，最大値は 73.6（km/h），12,935（台/日）

であった．また同図の凡例中には，それぞれのケース

のポアソン到着率も示している．また，障害物の累積

発生確率が 50%に到達する時点に着目すると，ベンチ

マークケースで 6.8日，旅行速度最大の道路区間で 3.6

日，貨物車交通量最大の道路区間で 3.9日となることが

読み取れる．

b) ポアソン発生モデル（苦情）

苦情発生モデルの推計結果を表-4に示す．推計の結

果，土地区分（DID地区，市街地か，否か），障害物発

生数が特性変数として採用された．ただし，土地区分

は定性パラメータであることから，DID地区および市

街地を 1，それ以外（平地，山地）を 0とするダミー変

数を与えた．土地区分に関する未知パラメータの推計

値が正値であることから，DID地区と市街地の方が苦

情発生確率が大きくなる．また，障害物発生数に関し

ても，未知パラメータが正値であり，障害物の発生が

多くなると苦情発生率が増加することがわかる．この
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表–4 ポアソンモデルの推計結果（苦情）

定数項 土地区分 障害物発生数
DID・市街地

標本平均 -7.696 0.757 1.875
推計値 90 ％信頼区間 (-7.960 -7.418) (0.531 0.971) (0.744 2.633)

Geweke 検定量 0.157 0.014 -0.155
対数尤度 -1619.0
AIC 3246.0
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図–7 苦情発生のポアソン分布（土地区分：DID地区）

ように，階層的隠れポアソンモデルを用いることによ

り道路障害物到着率と苦情発生率の相互関係を考慮し

た上で，障害物発生数に応じた苦情の発生確率を算出

することが可能となる．図–6はMCMCにより求めた

各パラメータ標本である．当然ながら，苦情の未知パ

ラメータについても，標本数は 5,000となる．黒線で各

パラメータの標本平均を，破線で上下限 5%を示す．

表–4のパラメータ推計値の標本平均を用いて，苦情

発生の確率分布を示す．苦情到着率は具体的に

µk = exp (−7.696 + 0.757xk
1 + 1.875xk

2) (25)

と表現できる．図–7に，DID地区に属する任意の道路

1区間において直近の道路巡回から 5日経過した時点に

おける苦情発生分布を求めた結果を示す．同図では道

路障害物 1個から 5個までの 5ケースに対するポアソ

ン分布を例示している．5時間経過時点という同一の時

間断面であっても，障害物の発生個数の増加に応じて，

ポアソン分布の形状が変化している（苦情の発生確率

が増加している）ことがわかる．さらに凡例に点検間

隔 T k，障害物発生個数 Lk を所与とした苦情発生件数

yk の期待値 E[yk|T k, Lk]を示す．障害物 1個のときの

ポアソン分布の期待値は 0.169件であり，障害物の増加

に従って 0.246，0.358，0.521，0.758件と期待値も増加

している．さらに，同一の道路区間を対象として，式

(24)に基づいて分布関数を算出する．図–8に苦情発生

件数を 1件以上としたときの障害物発生個数に応じた

苦情の累積発生確率を示す．障害物の増加と苦情の累
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図–8 苦情の累積発生確率（土地区分：DID地区）

積発生確率も増加するという，これまでと同様の傾向

を確認できる．

c) 潜在変数の推計

本研究で用いた階層的隠れポアソンモデルは各サン

プルに対して，設定した期（図–2の局所時点）ごとに

路上区間に存在する障害物個数を潜在変数を用いて表

現することができる．表–5は，苦情が発生したある区

間 kの n回目の道路巡回後の期ごと（巡回間隔：1日，

1期：1時間）の道路障害物個数の推移と累積障害物個

数の推移を示している．例えば，1期目では障害物の個

数は 0個である．8期目で障害物が 1個発生する．10

期目で障害物が 1個発生し，路上に存在する障害物は

2個となる．次に 16期目に苦情が発生し，その 1期後

には苦情が発生した障害物に対しては取り除かれ，17

期以降路上に存在する障害物個数は 1個となる．累積

障害物個数は巡回間隔内に発生した障害物の個数を数

えるので，2個である．24期には n + 1回目の巡回が

行われ，路上に存在する障害物が取り除かれる．

苦情が発生した区間を対象として，路上に障害物が放

置された累積放置時間 Sk
n を求める．累積放置時間 Sk

n

は潜在変数の推計値 r̃kn = (r̃k1 , · · · , r̃kTn−1)を用いて，

Sk
n =

Tn−1∑
un=1

r̃kun
(26)

と表すことができる．図–9に苦情が発生した区間にお

ける障害物累積放置時間の頻度分布を示す．本ケース

では，平均累積時間は 12.37時間である．同図におい
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図–6 事後分布の標本結果（サンプル数：5,000）

表–5 苦情発生区間における潜在変数の推移

1 … 7 8 9 10 … 16（苦情発生） 17 … 24（道路巡回 n+1）

道路障害物（個） 0 … 0 1 1 2 … 2 1 … 1
累積障害物発生個数（個） 0 … 0 1 1 2 … 2 2 … 2
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図–9 累積放置時間（全障害物）

て，赤線で囲んだ 15区間に着目する．これらの区間で

は，障害物累積放置時間が 33時間から 43時間と極め

て長くなっている．抽出した 13区間のうち 7区間はバ

イパス等の自動車専用道路区間であり，旅行速度が平

均 70.7(km/h)と大きく，総障害物個数も 2個と多い．

しかし，DID，市街地区間は 5区間であり，障害物が発

生しても苦情が発生する確率は低いので結果的に累積

放置時間が長くなっていると推測できる．つまり，以

上の区間は苦情が少なく障害物が放置されやすい区間

であり，障害物に起因して発生する交通事故等の重大

なリスクを考えると注意が必要な区間である．

(3) 最適巡回モデルの考察

a) VaR指標

本事例で対象とする道路区間の中で特に道路障害物

の発生リスクが大きな 1区間を取り上げ，VaR指標を

分析する．対象とする道路区間の道路特性は，旅行速

度が 73.6(km/h)，貨物車交通量が 5311(台/日)，土地

区分がDID・市街地である．障害物発生信頼水準を ωα

を 0.05から 0.01の間で変化させたときの道路障害物発

生数のVaRと巡回間隔の関係を図–10に示す．信頼水

準を小さくすればするほど道路障害物発生数のVaRは

大きくなり，同一のリスク水準を維持するためには巡

回間隔を短くしなければならないことがわかる．また，

ωα = 0.05と設定した際のVaRαに注目すると，巡回間

隔が 0.25日，1.95日，4.7日のときに VaRα がそれぞ

れ 1から 2，2から 3，3から 4へと増加している．道

路管理者は VaRα と巡回間隔を見比べ，任意に設定し

たリスク管理水準を達成する最適な巡回間隔を決定す

ることができる．

図–11に，苦情発生信頼水準を 0.05から 0.01の間で

変化させたときの苦情発生数のVaRと巡回間隔の関係

を示す．苦情発生信頼水準 ωβ，巡回間隔のいずれを変

化させても，苦情発生数のVaRは変化せず，VaRβ = 1

となっている．これは，本事例でとりあげた道路区間

においては苦情の発生する確率がきわめて低いためで

あると考えられる．

b) 期待総費用

本事例では，道路区間 250区間に対して道路巡回を

実施する際，管理基本区間数は 3であり，各管理基本

区間に対して個別に道路巡回が実施されている．3 つ

の管理基本区間をそれぞれ地区 A，地区 B，地区 Cと

すると，地区Aに 69区間，地区 Bに 85区間，地区 C

に 96区間が含まれる．表–6に，各地区におけるトリッ

プ費用，道路巡回 1回あたりの巡回費用を示している．

巡回間隔と期待総費用の関係を図–12に示す．期待総

費用は，1日あたりの応急対応費用と 1日あたりの道路
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図–10 道路障害物数の VaR
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図–11 苦情発生数の VaR

巡回費用の和である．巡回間隔を減らすと応急対応費

用は小さくなるが，道路巡回費用は大きくなる．一方

で，巡回間隔を増やすと，道路巡回費用は小さくなる

が，応急対応費用は大きくなる．したがって，期待総

費用のグラフは図–12のように凹形をしている．各地

区に対して期待総費用を最小とするような巡回間隔は，

図–12より，地区 A，地区 Bに対しては巡回間隔を 2

日とし，地区 Cに対しては巡回間隔を 1.75日とすれば

よいことがわかる．このとき，対象とする道路区間に

おける期待総費用は，地区 Aが 80.1千円，地区 Bが

80千円，地区 Cが 97.7千円となり，合計で，257.8千

円となる．

c) 最適巡回間隔

5.3(a)，5.3(b)で分析したVaR指標，期待総費用に

基づいて，任意のリスク信頼水準に対する最適な巡回

間隔を決定する．道路巡回業務は管理基本区間ごとに

実施されるため，最適な巡回間隔は各管理基本区間ご

表–6 費用設定

トリップ費用 (千円) 巡回費用 (千円)

地区 A 10 104
地区 B 11 105
地区 C 11 111

0 1 2 3 4 5 6 7050100150200250300  地区C 97.7千円，巡回間隔1.75日 
 期待費用(千円

)
巡回間隔(日)

 地区A 地区B 地区C地区A 80.1千円，巡回間隔2日地区B 80千円　，巡回間隔2日
図–12 期待総費用

とに異なる．したがって，以下では地区Aを取り上げ，

地区 Aの最低巡回間隔を決定することとする．図–13

に，ωα = 0.05としたときのVaRαと期待総費用の関係

を示す．図–11より，苦情発生数の VaR指標は巡回間

隔を変化させても一定値をとるため，本事例において

は最適巡回間隔を決定するためのVaR指標として，道

路障害物発生数の VaR指標のみを用いている．また，

VaR指標は地区Aに含まれる全ての道路区間に対して

定義されるが，ここでは，各道路区間の VaRの中で最

大となる VaRを地区 Aの VaRとしている．図–13か

ら，道路巡回業務にかける費用を増加させればさせるほ

どVaRαは減少することがわかる．しかし，費用の際限

なしの増加は道路巡回業務に割り当てることのできる

予算の関係から現実的ではない．道路管理者は，VaRα，

および期待総費用の関係を見比べながら最適な巡回間

隔を決定する必要がある．たとえば，VaRαを 1に抑え

るための期待総費用は 356千円であり，このときの巡

回間隔は 0.3日である．また，VaRαを 2に抑えるため

の期待総費用は 80.1千円であり，巡回間隔は 2日とな

る．このように，最適道路巡回モデルを用いて，道路

管理者は，各管理基本区間に対して，任意のリスク管

理水準に応じた最適な道路巡回間隔を決定することが

できる．
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図–13 地区 Aの VaR-期待総費用曲線

6. おわりに

本研究では，障害物・苦情に関するリスク管理水準を

考慮した上で，各管理区間単位ごとに最適な道路巡回

政策を決定するために，階層的隠れポアソンモデルに

従って発生する道路障害物の発生・除去過程をマルコ

フ連鎖モデルで表現する最適道路巡回モデルを開発し

た．さらに，一般国道を対象とした適用事例を通じて，

本研究で提案した方法論の有用性を実証的に検証した．

今後に以下のような課題が残されている．本研究では，

一般国道の特定路線を対象として適用分析を実施した

ものである．多様な道路特性変数を考慮に入れるため

には，今後幅広い路線にまたがって巡回データを収集

するとともに，本研究で提案した方法論を用いて適用

事例を蓄積することが必要である．また，本研究で提

案した手法は，道路施設だけでなく，他の交通施設の

巡回方策の検討にも適用可能である．その場合，それ

ぞれの交通施設の特性に応じたリスク管理限界の確定

が重要な検討課題となる．

なお，本研究は新都市社会技術融合創造研究会「道

路付帯施設・情報管理施設のアセットマネジメントに

関する研究プロジェクト (プロジェクトリーダー：小林

潔司)」の活動成果の一部である．研究を実施するにあ

たり，国土交通省近畿地方整備局道路管理課および滋

賀国道事務所より多大な支援を頂いた．ここに記して

感謝の意を表する．
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